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�愛媛県告示第２４１号
農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）

第１８条第１項の規定に基づき、農地中間管理機構公益財団法人えひ

め農林漁業振興機構から農用地利用配分計画の認可申請があった。

当該農用地利用配分計画は、愛媛県農林水産部農政企画局農政課

農地・担い手対策室において告示の日から２週間公衆の縦覧に供す

る。

平成３１年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

�愛媛県告示第２４０号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第２項の規定により、次のとおり指定自

立支援医療機関を指定した。

平成３１年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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名 称 所 在 地 開設者の氏名又は名称 担当しようとする
医療の種類 指定年月日

有限会社センター薬局 松山市会津町１１番地 有限会社センター薬局 精神通院医療（薬
局）

平成３１年
３月１日

毎週（火・金）曜日発行 第３０６３号 平成３１年３月２６日

平成３１年３月２６日火曜日 第３０６３号

愛 媛 県 報

２０４



賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

桑 原 勝 愛媛県東温市 愛媛県東温市南方字
道向１２９３番２ １，６８０

渡 部 東 吾 愛媛県東温市 愛媛県東温市南方字
広町２３７０番２ １，２５０

大 西 幸 藏 愛媛県東温市
愛媛県東温市南方字
竹鼻１４３８番１ほか３
筆

７，３４６

株式会社
瀬戸内ゆうき農
場

愛媛県松山市 愛媛県松山市谷町甲
７７７番１ほか２筆 ２，９０５

株式会社
Ｃｎｏファーム 愛媛県伊予郡松前町

愛媛県伊予郡松前町
大字昌農内字別当１４
４番１ほか４筆

５，６３９

農事組合法人
加茂ファーム 愛媛県西予市 愛媛県西予市宇和町

加茂４２番１ほか１５筆 １０，９５５

株式会社
あう農園

愛媛県北宇和郡鬼北
町

愛媛県北宇和郡鬼北
町大字国遠１４５番１
ほか５筆

９，６７０

田 中 啓 介 愛媛県喜多郡内子町
愛媛県八幡浜市川上
町川名津甲１４番１ほ
か２筆

２，７４３

宮 本 純 子 愛媛県西条市
愛媛県西条市古川字
古新開乙４４番１ほか
３筆

３，９９３

２ 申請年月日

平成３１年３月１２日
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�愛媛県告示第２４２号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条の２第２項の

規定による届出を審査した結果、次の加入区について、同法第１１２

条第１項の規定による同意があったと認めたので、同法第１１２条の

２第３項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）

第２６条の３の規定により告示する。

平成３１年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

（南予地方局産業経済部八幡浜支局管内）

三机加入区 大江志津小島加入区

�������
�愛媛県告示第２４３号
漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１３条の２第１項第

１号の規定により、次の加入区について、漁船損害等補償法に基づ

く付保義務の発生（平成２７年３月愛媛県告示第３９６号）による保険

に付すべき義務は、平成３１年３月２５日限り消滅したので、同条第２

項及び漁船損害等補償法施行規則（昭和２７年農林省令第１８号）第２６

条の３の規定により告示する。

平成３１年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

（南予地方局産業経済部八幡浜支局管内）

三机加入区 大江志津小島加入区

�������
�愛媛県告示第２４４号
愛媛県知事管理量に係るくろまぐろの採捕の停止に関する規則

（平成３０年愛媛県規則第５２号）第２条第２号に規定する漁船漁業等

に係る３０キログラム未満のくろまぐろの採捕の数量が、当該くろま

ぐろの管理期間（平成３０年７月１日から平成３１年３月３１日まで）の

知事管理量を超えるおそれが著しく大きいので、同条の規定に基づ

き告示し、同規則第３条の知事が定める日を当該管理期間の末日と

する。

平成３１年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第２４５号
港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３４条において準用する同法第

１２条第５項の規定に基づき、東予港港湾施設の概要を次のとおり公

示する。

平成３１年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

種 類 位 置 数 量 及 び 能 力

泊 地
西条市大新田２８０番地、
２７８番地２及び２８２番地地
先

面積 ３５，２８０．４０平方メートル

水深 ２．５メートル

防 波 堤 西条市大新田２８０番地及
び２８２番地地先 延長 １０５．００メートル

護 岸 西条市大新田２８２番地 延長 ４９３．４０メートル

物 揚 場 同 上
延長 ３８０．００メートル

水深 ２．５メートル

小 型 桟 橋 西条市大新田２８２番地地
先

延長 １２０．４メートル

水深 ２．５メートル

小 型 桟 橋 同 上
延長 ３６．５メートル

水深 ２．５メートル

小 型 桟 橋 同 上
延長 ３６．５メートル

水深 ２．５メートル

道 路 西条市大新田２８２番地
延長 ６２５．５５メートル

幅員 １０．５０メートル

道 路 同 上
延長 ６４．６０メートル

幅員 ７．５メートル

駐 車 場 同 上
面積 １，３５３．２０平方メートル

未舗装

野 積 場 西条市大新田２８２番地
面積 ９０７．７９平方メートル

未舗装

野 積 場 同 上
面積 ３，０４４．７７平方メートル

未舗装

野 積 場 同 上
面積 １，３３３．８９平方メートル

未舗装

野 積 場 同 上
面積 ９３４．２０平方メートル

未舗装

野 積 場 同 上
面積 ５２４．０７平方メートル

未舗装

野 積 場 西条市大新田２７８番地２
面積 ２８６．１３平方メートル

未舗装

野 積 場 同 上
面積 １，１９４．４７平方メートル

未舗装

愛 媛 県 報平成３１年３月２６日 第３０６３号

２０５



�愛媛県告示第２４６号
建築士法第１５条第３号に規定する二級建築士試験及び木造建築士試験の受験資格者の指定（平成２０年１１月愛媛県告示第１６６８号）の一部を

次のように改正し、平成３１年４月１日から施行する。

平成３１年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

１ 次の表の左欄に掲げる学校において、同表の中欄に掲げる科目

を修めて卒業した後（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による

専門職大学の前期課程にあっては、修了した後）、同表の右欄に

掲げる年数以上の建築実務（建築士法第１４条第１号に規定する建

築実務をいう。以下同じ。）の経験を有する者

１ 次の表の左欄に掲げる学校において、同表の中欄に掲げる科目

を修めて卒業した後

、同表の右欄に

掲げる年数以上の建築実務（建築士法第１４条第１号に規定する建

築実務をいう。以下同じ。）の経験を有する者

学校 科 目 年数 学校 科 目 年数

学校教育

法

による大

学又は高

等専門学

校

建築士法第１５条第１号の国土交通大臣の指定

する建築に関する科目を定める件（平成２０年

６月国土交通省告示第７４３号。以下「第１号

告示」という。）の第１に規定する科目（第

１号告示第１各号中「４０単位」とあるのは、

「３０単位」と読み替えるものとする。）

省略 学校教育

法（昭和

２２年法律

第２６号）

による大

学又は高

等専門学

校

建築士法第１５条第１号の国土交通大臣の指定

する建築に関する科目を定める件（平成２０年

国土交通省告示第７４３号 。以下「第１号

告示」という。）の第１に規定する科目（第

１号告示第１各号中「４０単位」とあるのは、

「３０単位」と読み替えるものとする。）

省略

省略 省略

省略 省略

学校教育

法による

高等学校

又は中等

教育学校

建築士法第１５条第２号の国土交通大臣の指定

する建築に関する科目を定める件（平成２０年

６月国土交通省告示第７４４号。以下「第２号

告示」という。）の第１に規定する科目（第

２号告示第１各号中「２０単位」とあるのは、

「１５単位」と読み替えるものとする。）

省略 学校教育

法による

高等学校

又は中等

教育学校

建築士法第１５条第２号の国土交通大臣の指定

する建築に関する科目を定める件（平成２０年

国土交通省告示第７４４号 。以下「第２号

告示」という。）の第１に規定する科目（第

２号告示第１各号中「２０単位」とあるのは、

「１５単位」と読み替えるものとする。）

省略

注 科目の単位の計算方法は、学校教育法による大学（専門職

大学及び短期大学を除く。）にあっては大学設置基準（昭和

３１年文部省令第２８号）の、同法による専門職大学にあっては

専門職大学設置基準（平成２９年文部科学省令第３３号）の、同

法による短期大学（専門職短期大学を除く。）にあっては短

期大学設置基準（昭和５０年文部省令第２１号）の、同法による

専門職短期大学にあっては専門職短期大学設置基準（平成２９

年文部科学省令第３４号）の、同法による高等専門学校にあっ

ては高等専門学校設置基準（昭和３６年文部省令第２３号）の規

定の例によるものとし、防衛省設置法による防衛大学校又は

職業能力開発促進法による職業能力開発総合大学校若しくは

職業能力開発大学校にあっては大学設置基準の、同法による

職業能力開発短期大学校にあっては短期大学設置基準の規定

の趣旨に準じて行うものとし、学校教育法による高等学校又

は中等教育学校にあっては高等学校学習指導要領（平成２１年

３月文部科学省告示第３４号）の規定の例によるものとする。

２ 次の表の第１欄に掲げる学校を卒業したことを入学資格とする

学校教育法による専修学校又は各種学校において、修業年限が同

表の第２欄に掲げる年数以上で、同表の第３欄に掲げる科目を修

めて卒業した後、それぞれの区分に応じ、同表の第４欄に掲げる

年数以上の建築実務の経験を有する者

注 科目の単位の計算方法は、学校教育法による大学（

短期大学を除く。）にあっては大学設置基準（昭和

３１年文部省令第２８号）の

、同

法による短期大学 にあっては短

期大学設置基準（昭和５０年文部省令第２１号）の

、同法による高等専門学校にあっ

ては高等専門学校設置基準（昭和３６年文部省令第２３号）の規

定の例によるものとし、防衛省設置法による防衛大学校又は

職業能力開発促進法による職業能力開発総合大学校若しくは

職業能力開発大学校にあっては大学設置基準の、同法による

職業能力開発短期大学校にあっては短期大学設置基準の規定

の趣旨に準じて行うものとし、学校教育法による高等学校又

は中等教育学校にあっては高等学校学習指導要領（平成１１年

文部省告示第５８号 ）の規定の例によるものとする。

２ 次の表の第１欄に掲げる学校を卒業したことを入学資格とする

学校教育法による専修学校又は各種学校において、修業年限が同

表の第２欄に掲げる年数以上で、同表の第３欄に掲げる科目を修

めて卒業した後、それぞれの区分に応じ、同表の第４欄に掲げる

年数以上の建築実務の経験を有する者

学 校 修業年限 科目 年数 学 校 修業年限 科目 年数

省略 省略

愛 媛 県 報平成３１年３月２６日 第３０６３号

２０６
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�愛媛県告示第２４７号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障

害福祉サービス事業者を指定した。

平成３１年３月２６日

愛媛県東予地方局長 � 橋 正 浩

�愛媛県告示第２４８号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第４６条第２項の規定により、指定障害福祉サー

ビス事業者から次のとおり指定障害福祉サービス事業を廃止する旨の届出があった。

平成３１年３月２６日

愛媛県東予地方局長 � 橋 正 浩

学校教育法による中学校又は

義務教育学校

省略 学校教育法による中学校 省略

注 省略

３ 次の表の第１欄に掲げる学校を卒業した後、更に職業能力開発

促進法による職業能力開発校、職業能力開発促進センター、障害

者職業能力開発校又は認定職業訓練において、修業年限が同表の

第２欄に掲げる年数以上で、同表の第３欄に掲げる科目を修めて

卒業した後、それぞれの区分に応じ、同表の第４欄に掲げる年数

以上の建築実務の経験を有する者

注 省略

３ 次の表の第１欄に掲げる学校を卒業した後、更に職業能力開発

促進法による職業能力開発校、職業能力開発促進センター、障害

者職業能力開発校又は認定職業訓練において、修業年限が同表の

第２欄に掲げる年数以上で、同表の第３欄に掲げる科目を修めて

卒業した後、それぞれの区分に応じ、同表の第４欄に掲げる年数

以上の建築実務の経験を有する者

学 校 修業年限 科目 年数 学 校 修業年限 科目 年数

省略 省略

学校教育法による中学校又は

義務教育学校

省略 学校教育法による中学校 省略

注 省略

４～７ 省略

注 省略

４～７ 省略

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１１３００６３５ 社会福祉法人澄心 愛媛県四国中央市豊岡
町大町２００５番１ 井 原 佳 代 就労定着支援 ぽれぽれウインカル 愛媛県四国中央市三島

宮川２丁目４番２号
平成３０年
１０月１日

３８１０６００７６１ 特定非営利活動法人縁 愛媛県西条市喜多川６１
０番地の４ 森 田 進 就労継続支援

Ｂ型 森田家製麺所 愛媛県西条市喜多川６１
０番地の４

平成３０年
１１月１日

３８１０５００７５５ ＮＰＯ法人サスケ工房 愛媛県新居浜市西町１
番３０号 白 石 光 廣 就労移行支援 サスケ・アカデミー新

居浜
愛媛県新居浜市高木町
２番２０号アーバンライ
フビル３－２

平成３０年
１１月９日

３８１１３００６４３ 医療法人明生会 愛媛県四国中央市金生
町下分１２４９番地の１ 長谷川 一 朗 居宅介護 指定訪問介護事業所

「ふれあい」
愛媛県四国中央市金生
町下分１２４３番地の１

平成３１年
１月１日

３８１１３００６４３ 医療法人明生会 愛媛県四国中央市金生
町下分１２４９番地の１ 長谷川 一 朗 重度訪問介護 指定訪問介護事業所

「ふれあい」
愛媛県四国中央市金生
町下分１２４３番地の１

平成３１年
１月１日

３８１１３００６４３ 医療法人明生会 愛媛県四国中央市金生
町下分１２４９番地の１ 長谷川 一 朗 同行援護 指定訪問介護事業所

「ふれあい」
愛媛県四国中央市金生
町下分１２４３番地の１

平成３１年
１月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
廃 止
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０２００１９０ 特定非営利活動法人フ
ラット

愛媛県今治市北宝来町
３丁目１番地１３ 村 上 敬 子 重度訪問介護 特定非営利活動法人フ

ラット居宅介護事業所
愛媛県今治市北宝来町
３丁目１－１３

平成３０年
９月３０日

３８１０２００４１４ 株式会社ニチイ学館 東京都千代田区神田駿
河台２丁目９番地 森 信 介 同行援護 ニチイケアセンター

しまなみ
愛媛県今治市波止浜１１
番地２８号

平成３０年
９月３０日

３８１１３０００４９ 三島交通株式会社 愛媛県四国中央市三島
朝日２丁目１番１０号 � 門 憲 男 重度訪問介護 三島介護サービス 愛媛県四国中央市三島

朝日２丁目１番１０号
平成３０年
９月３０日

３８１１３００３７９ 株式会社花・花 愛媛県四国中央市川之
江町３３１０番地８ 高 橋 真 美 居宅介護 赤いうさぎ 愛媛県四国中央市川之

江町３３１０番地８
平成３０年
１２月３１日

愛 媛 県 報平成３１年３月２６日 第３０６３号

２０７
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�愛媛県告示第２４９号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

西条市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成３１年３月２６日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

四国電力株式会社

香川県高松市丸の内２番５号

取締役社長 佐伯 勇人

２ 事業場の名称及び所在地

四国電力株式会社西条発電所

西条市喜多川８５３番地

３ 特定施設に関する事項

� １号排煙脱硫装置

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� 総合排水処理装置

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� 総排排水口

３８１１３００３７９ 株式会社花・花 愛媛県四国中央市川之
江町３３１０番地８ 高 橋 真 美 重度訪問介護 赤いうさぎ 愛媛県四国中央市川之

江町３３１０番地８
平成３０年
１２月３１日

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第６３号の３ 石炭を燃料とする火力発
電施設のうち、廃ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり１，７４９，０００ノルマル立方メ
ートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成３５年６月３０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．０～６．０

最大 ５．０～６．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５９

最大 ６０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，０００

最大 １，０００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５１

最大 ５１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４０

最大 ５０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２３０

最大 ２３０

備考 汚水等は、総合排水処理装置へ送水する。

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成３５年６月３０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

処 理 施 設 の 種 類 物理処理、化学処理及び生物処理

処 理 施 設 の 型 式 総合排水処理装置

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート造

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
〈第一総合排水処理装置〉
縦３２．５メートル 横１２０．０メートル

〈第二総合排水処理装置〉
縦５７．０メートル 横１１０．５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり２，９００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 凝集沈殿、ろ過、脱窒、ＣＯＤ吸着、中
和処理方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １．０～１４．０

最大 １．０～１４．０

通常 ５．５～８．５

最大 ５．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２０

最大 １５０

通常 １０

最大 １５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８００

最大 １，０００

通常 ５

最大 ２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７０

最大 １６０

通常 １０

最大 ３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ５０

通常 １

最大 ４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２，０４０

最大 ２，９００

通常 ２，０４０

最大 ２，９００

備考 汚水等は、総排排水口より排水する。

愛 媛 県 報平成３１年３月２６日 第３０６３号

２０８



� 冷却水排水口
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�愛媛県告示第２５０号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく特定施設の構造

等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に規定す

る書面は、愛媛県西条保健所及び西条市役所において告示の日から

３週間公衆の縦覧に供する。

平成３１年３月２６日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

四国電力株式会社

香川県高松市丸の内２番５号

取締役社長 佐伯 勇人

２ 事業場の名称及び所在地

四国電力株式会社西条発電所

西条市喜多川８５３番地

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第１第６３

号の３及び第７４号

４ 変更しようとする事項の内容

特定施設の構造、特定施設の使用の方法、汚水等の処理の方法、

排出水の汚染状態及び量、排出水の排出系統別の汚染状態及び量

並びに用水及び排水の系統

５ 特定施設に関する事項

� ２号排煙脱硫装置

� 総合排水処理装置

６ 汚水等の処理施設に関する事項

� 総合排水処理装置

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．５～８．５

最大 ５．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 １５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 ３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２，０４０

最大 ２，９００

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．７～８．２

最大 ７．７～８．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．７

最大 ５．６

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．６

最大 ７．４

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．３２

最大 ０．６２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０３２

最大 ０．０５１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２，５４０，０００

最大 ２，５４０，０００

備考 この他に雨水排水口が２箇所ある。

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 型 式
川崎重工業株式会社
湿式マグネシウム石
こう法

湿式マグネシウム石
こう法

備考 汚水等は、総合排水処理装置へ送水する。

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 型 式

荏原インフィルコ株
式会社
凝集沈殿、ろ過、Ｃ
ＯＤ吸着、中和処理
方式

総合排水処理装置

特 定 施 設 の 主 要 寸 法 縦３２．５メートル
横１２０．０メートル

〈第一総合排水処理
装置〉
縦３２．５メートル
横１２０．０メート

〈第二総合排水処理
装置〉
縦５７．０メートル
横１１０．５メートル

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり１，７５０立
方メートル処理

１日当たり２，９００立
方メートル処理

原材料の種類及び１日当たり
の使用量

凝集剤（硫酸バンド
等）
１日当たり約１トン
中和剤（消石灰等）
１日当たり約３トン

凝集剤（硫酸バンド
等）
１日当たり約１．５ト
ン
中和剤（消石灰等）
１日当たり約５トン
栄養剤（硫酸アンモ
ニウム等）
１日当たり約０．５ト
ン

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ５０

通常 ５

最大 ２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 ６０

通常 １０

最大 ３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ８

通常 １

最大 ４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，２８０

最大 １，７５０

通常 ２，０４０

最大 ２，９００

備考 汚水等は、総排排水口より排水する。

変 更 前 変 更 後

処 理 施 設 の 型 式

荏原インフィルコ株
式会社
凝集沈殿、ろ過、Ｃ
ＯＤ吸着、中和処理
方式

総合排水処理装置

愛 媛 県 報平成３１年３月２６日 第３０６３号

２０９



７ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� 総排排水口（既設）

� 冷却水排水口（既設）

� 総排排水口（新設）

� 冷却水排水口（新設）

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦３２．５メートル
横１２０．０メートル

〈第一総合排水処理
装置〉
縦３２．５メートル
横１２０．０メート

〈第二総合排水処理
装置〉
縦５７．０メートル
横１１０．５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１，７５０立
方メートル処理

１日当たり２，９００立
方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式
凝集沈殿、ろ過、Ｃ
ＯＤ吸着、中和処理
方式

凝集沈殿、ろ過、脱
窒、ＣＯＤ吸着、中
和処理方式

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常
１～２
最大
１～２

通常
５．５～８．５
最大

５．５～８．５

通常
１．０～１４．０
最大

１．０～１４．０

通常
５．５～８．５
最大

５．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
２５
最大
３０

通常
１０
最大
１５

通常
２０
最大
１５０

通常
１０
最大
１５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
４００
最大
１，０００

通常
５
最大
５０

通常
８００
最大
１，０００

通常
５
最大
２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
７０
最大
１５０

通常
１５
最大
６０

通常
７０
最大
１６０

通常
１０
最大
３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
１０
最大
２０

通常
１
最大
８

通常
１０
最大
５０

通常
１
最大
４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
１，２８０
最大
１，７５０

通常
１，２８０
最大
１，７５０

通常
２，０４０
最大
２，９００

通常
２，０４０
最大
２，９００

備考 汚水等は、総排排水口より排水する。

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５．５～８．５

最大 ５．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 １５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ５０

廃止
窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５

最大 ６０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ８

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，２８０

最大 １，７５０

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７．７～８．２

最大 ７．７～８．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．７

最大 ５．６

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．６

最大 ７．４

廃止
窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．３２

最大 ０．６２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０３２

最大 ０．０５１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，２００，０００

最大 １，２００，０００

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

―
通常 ５．５～８．５

最大 ５．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

―
通常 １０

最大 １５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

―
通常 ５

最大 ２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

―
通常 １０

最大 ３０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

―
通常 １

最大 ４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）
―

通常 ２，０４０

最大 ２，９００

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

―
通常 ７．７～８．２

最大 ７．７～８．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

―
通常 １．７

最大 ５．６

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

―
通常 ５．６

最大 ７．４

愛 媛 県 報平成３１年３月２６日 第３０６３号
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�愛媛県告示第２５１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２５２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２５３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２５４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

―
通常 ０．３２

最大 ０．６２

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

―
通常 ０．０３２

最大 ０．０５１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）
―

通常 ２，５４０，０００

最大 ２，５４０，０００

備考 この他に雨水排水口が２箇所ある。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 北条玉川線

今治市玉川町龍岡下字原田丁２３０番２４地先から

同町龍岡下字藤原甲７５７番５地先まで
旧 １２．６～１８．８ ０．０３６

今治市玉川町龍岡下字原田丁２３０番２４から

同町龍岡下字藤原甲７５７番５まで
新 １４．５～２２．５ ０．０３６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 北条玉川線
今治市玉川町龍岡下字原田丁２３０番２４から

同字丁２３０番２３まで
平成３１年３月２６日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大島環状線
今治市宮窪町余所国２０８７番６地先から

同町余所国２０８５番３地先まで
平成３１年３月２６日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 粟井浅海線
松山市浅海本谷乙２４５番６から

同市浅海本谷乙２４６番７まで
平成３１年３月２６日

愛 媛 県 報平成３１年３月２６日 第３０６３号

２１１
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�愛媛県告示第２５５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２５６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２５７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２５８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２５９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 網代鳥越線
宇和島市津島町成４６４－４から

同町成４６４－４まで
平成３１年３月２６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 １９７号
大洲市菅田町宇津甲４１９番２から

同市菅田町宇津甲４１４番２まで

旧 ９．６～１０．３ ０．０７７

新 ９．６～１３．６ ０．０７７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 １９７号
大洲市菅田町宇津甲４１９番２から

同市菅田町宇津甲４１４番２まで
平成３１年３月２６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 小田河辺大洲線
大洲市河辺町植松５５０番地先から

同町植松５４３番１地先まで

旧 ５．４～１７．１ ０．０９７

新 ５．４～１７．１ ０．０９７

愛 媛 県 報平成３１年３月２６日 第３０６３号

２１２
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�愛媛県告示第２６０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２６１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２６２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２６３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 坊屋敷小田線 喜多郡内子町只海甲２６１番２

旧 ４．８～８．５ ０．０５２

新 １０．８～１２．７ ０．０５２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田河辺大洲線
大洲市河辺町植松５５０番地先から

同町植松５４３番１地先まで
平成３１年３月２６日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 坊屋敷小田線 喜多郡内子町只海甲２６１番２ 平成３１年３月２６日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３８０号
喜多郡内子町日野川８０８番２から

同町日野川８１０番２まで
平成３１年３月２６日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 菅田五郎停車場線
大洲市新谷甲１０６０番２から

同市新谷甲１０６７番６まで
平成３１年３月２６日

愛 媛 県 報平成３１年３月２６日 第３０６３号

２１３
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選挙管理委員会告示

�愛媛県選挙管理委員会告示第２３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成３１年３月２６日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，１６６，６６６

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２３，３３４

� ８０万を超える数に８分の１を乗じて得た数と４０万に６分の１

を乗じて得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数 ２４５，８３４

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

�愛媛県告示第２６４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２６５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成３１年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 内子双海線
喜多郡内子町河内２０８９番２から

同町河内２０７１番まで
平成３１年３月２６日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 伊延東多田線
西予市宇和町東多田８７番１地先から

同町東多田１０９番４まで
平成３１年３月２６日

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４３，７９１ １４，５９７

南 宇 和 郡 １９，０４４ ６，３４８

松山市・上浮穴郡 ４３７，２０９ １３９，５３５

今 治 市 ・ 越 智 郡 １４０，６９５ ４６，８９９

宇和島市・北宇和郡 ７７，９５１ ２５，９８４

八幡浜市・西宇和郡 ３７，９３９ １２，６４７

新 居 浜 市 １００，２８６ ３３，４２９

西 条 市 ９１，６７７ ３０，５５９

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５１，４２２ １７，１４１

伊 予 市 ３１，５２９ １０，５１０

四 国 中 央 市 ７３，９９６ ２４，６６６

西 予 市 ３２，９３０ １０，９７７

東 温 市 ２８，１９７ ９，３９９
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